
                 

       大阪府経営企画会議設置要綱 

 

 

                            （平成２０年８月７日） 

 

 

（目的） 

第１  府政に多大な影響を及ぼす可能性のあるものとして知事が指定する施策、事業等

を審議するため、経営企画会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 

（組織） 

第２  会議は、知事、副知事、危機管理監、水道企業管理者、教育長、政策企画部長、

総務部長、並びに大阪府組織条例に規定する部の長のうち、審議事項に関係すると

して知事が指定したもの（以下「関係部長」という。）で組織する。 

  ２ 知事は必要があると認めるときは、関係者の出席を求めるものとする。 

 

（会議） 

第３  会議は、知事が主宰する。 

  ２ 会議は、必要の都度、開催する。 

 

（審議事項に関する手続等） 

第４  審議事項について、関係部長は、政策マーケティングリサーチ、事業分析、関係

者との意見交換等の事前手続を踏まえて資料を作成し、あらかじめ政策企画部長と

協議するものとする。 

  ２ 審議事項については、立案、実施、検証と見直しの各段階において、必要に応じ

外部の意見を求め、または評価を受けるものとする。 

 

（議事要旨等の公表） 

第５  議事要旨及び関係資料等（大阪府情報公開条例第８条又は第９条の規定に該当す

る情報に係るものを除く。）は、会議終了後、速やかに公表するものとする。 

 

（庶務） 

第６  会議の庶務は、政策企画部秘書室及び企画室で行う。 

 

 



平成20年8月７日 

 

《大阪府経営企画会議 審議事項指定基準》 

 

知事は、大阪府経営企画会議設置要綱 第１ に基づき、原則として以

下の事項の中から経営企画会議の審議案件を指定するものとする。 

 

１） 府政運営の基本方針に関すること 

 

２） 特に重要な施策・制度に関すること 

 

３） 府政に多大な影響を及ぼす個別の事業等に関すること 

  ・ 府の負担額が３０億円程度を超える事業の着手、変更、廃止等 

  ・ その他将来の府政への影響を十分に考慮すべき事業等 

 

 


